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①　公立保育園Ａにおいて、お昼寝時間後、一歳児クラスの甲ちゃんが鼻血

を出す。

②　甲ちゃんの保護者が夕刻迎えに来たときに、担当保育士は、次のように

説明して甲ちゃんを保護者に引き渡す。「日中何度か鼻をかんだときに、

鼻血が出たので自宅で様子を見てください。」

③　夕食準備時、甲ちゃんの鼻から再度大量の鼻血の塊が出たので、病院に

連れて行く。

④　病院でのレントゲン検査の結果、鼻骨骨折（軽微）と診断される＊1。

⑤　甲ちゃんの保護者は、事実関係につき自治体に何度も説明を求める。

⑥　その後、自治体からは保護者に対しては、事実関係や事故後の対応につ

いて十分な説明（資料）は提示されない。

⑦　上記膠着・対立状態を打開すべく甲ちゃんの保護者が訴えを提起。

1 　原告の立場で考えてみよう

みなさんが、甲ちゃんの保護者であると仮定してみてください。自治体側に

対して、どのような主張をしますか。

怪我の程度にもよりますが、自治体に文句を言いたくなる気持ちはわかると

思います。そのような場合、事故（事件）の 5Ｗ 1Ｈについて、きちんとした

＊ 1　類似事案において診断をした医師は、医学的に調べれば、骨折したおおよその時間帯
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①年齢
②活動の特質（危険の有無。例えば砂遊び、鉄棒、組体操、水泳、武道等による相違）
③時（登園中、保育（昼寝中か否か）中、保護者迎え時等による相違）
④場所（園内、園外等による相違）
⑤天気・天候（晴れ・雨・台風等による相違）
⑥参加形式・性質（行事主催が行政か保護者会か又は正規か任意か等）
⑦個別の特殊事情（知能・障害・健康状態等）

これら諸般のファクターを考慮することにより、当該事故場面における具

体的な注意義務の内容・程度を確定することができます＊17。

⑶　あてはめ・結論

本事例においては、保育時間中の保育園内事故であること、年齢が 1歳で

あり 動静把握について高度な注意義務が課されていること、以上の検討か

ら、担当保育士らが昼寝時間中部屋を空けるなどして園児の動静を把握する

義務を果たさなかった点に違法・過失が認められ、被告自治体が損害賠償責

任を負うことになりましょう。

4 　裁判を契機とした行政実務の改善・反映について

＊18とした行政実務の改善・反映（総論）

この紛争を契機に自治体は、自らの行政実務の改善にどう取り組むべきで

しょうか。

住民の権利・利益を守るために「 法の支配の原理」及び「 法律による行政の

原理＊19」が定められており、かかる原理からの思考が出発点となります。言

＊17　例えば、 さいたま地判平21・12・16判タ1324号107頁では動静把握義務という用語を使
用し具体的な注意義務の内容を検討しています。猪熊弘子『死を招いた保育』ひとなる書房
（2011年）。
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●自治体実務の最前線で紛争対応を経験してきた著者によ
る、行政救済の“実務”にフォーカスした解説。
●理論を実務に役立てるための考え方、改正の経緯を追い
かけることの重要性や、判決文の読み方等を提示。
●実際の紛争事例を、住民・自治体、裁判所と、視点をかえて
多角的に検討。さらに、行政実務への反映の仕方を紹介。
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紛争となった際に
法務担当者が
とるべき対応とは

住民と直に接する
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心がけるべきこととは

実務に反映するための実務に反映するための
ヒントがつまった一冊！ヒントがつまった一冊！
実務に反映するための
ヒントがつまった一冊！

特色

内容見本

紛争においては相手方となる住民ですが、
その権利・利益を十分に理解しながら対応する
ための“思考力”を養うことができます。

住民・自治体、双方の視点からの事例検討を
踏まえ、裁判所の判断を確認！

いかに行政実務に活かすか？
実務経験のある著者“ならでは”の解説

？ ？
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